
政

令

福

岡

北
九
州

福

岡

佐

賀

北
九
州

佐

賀

別
表
第
二
中
「

」
を
「

」
に
改
め
る
。

省

令

告

示

平成™œ年˜™月˜Ÿ日 水曜日 第�˜ œ号官 報

附

則

こ
の
政
令
は
、
平
成
二
十
五
年
十
二
月
二
十
日
か
ら
施
行
す
る
。

財
務
大
臣

麻
生

太
郎

内
閣
総
理
大
臣

安
倍

晋
三

関
税
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

御

名

御

璽

平
成
二
十
五
年
十
二
月
十
八
日

内
閣
総
理
大
臣

安
倍

晋
三

政
令
第
三
百
四
十
七
号

関
税
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

内
閣
は
、
関
税
法
（
昭
和
二
十
九
年
法
律
第
六
十
一
号
）
第
二
条
第
一
項
第
十
二
号
の
規
定
に
基
づ
き
、
こ
の
政
令

を
制
定
す
る
。

関
税
法
施
行
令
（
昭
和
二
十
九
年
政
令
第
百
五
十
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

〇
経
済
産
業
省
令
第
六
十
一
号

原
子
力
規
制
委
員
会
設
置
法
（
平
成
二
十
四
年
法
律
第

四
十
七
号
）
の
一
部
の
施
行
に
伴
い
、
及
び
電
気
事
業
法

（
昭
和
三
十
九
年
法
律
第
百
七
十
号
）
第
三
十
五
条
の
規

定
を
実
施
す
る
た
め
、
原
子
力
発
電
施
設
解
体
引
当
金
に

関
す
る
省
令
（
平
成
元
年
通
商
産
業
省
令
第
三
十
号
）
の

一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
五
年
十
二
月
十
八
日

経
済
産
業
大
臣

茂
木

敏
充

原
子
力
発
電
施
設
解
体
引
当
金
に
関
す
る
省
令
の

一
部
を
改
正
す
る
省
令

原
子
力
発
電
施
設
解
体
引
当
金
に
関
す
る
省
令
（
平
成

元
年
通
商
産
業
省
令
第
三
十
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に

改
正
す
る
。

第
二
条
の
二
第
二
項
中
「
第
四
十
三
条
の
三
の
三
十
二

第
二
項
」
を
「
第
四
十
三
条
の
三
の
三
十
三
第
二
項
」に
、

「
第
四
十
三
条
の
三
の
三
十
二
第
三
項
」
を
「
第
四
十
三

条
の
三
の
三
十
三
第
三
項
」
に
、
同
条
第
三
項
中
「
第
四

十
三
条
の
三
の
三
十
二
第
二
項
」
を
「
第
四
十
三
条
の
三

の
三
十
三
第
二
項
」
に
改
め
る
。

附

則

こ
の
省
令
は
、
原
子
力
規
制
委
員
会
設
置
法
附
則
第
一

条
第
五
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
の
日
（
平
成
二
十
五
年

十
二
月
十
八
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

〇
国
家
公
安
委
員
会
告
示
第
四
十
八
号

風
俗
営
業
等
の
規
制
及
び
業
務
の
適
正
化
等
に
関
す
る

法
律
施
行
令
（
昭
和
五
十
九
年
政
令
第
三
百
十
九
号
）
第

一
条
の
規
定
に
よ
り
、
平
成
二
十
五
年
十
一
月
二
十
八
日

付
け
で
次
の
講
習
を
指
定
し
た
の
で
、
風
俗
営
業
等
の
規

制
及
び
業
務
の
適
正
化
等
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
（
昭

和
六
十
年
国
家
公
安
委
員
会
規
則
第
一
号
）
第
一
条
の
四

の
規
定
に
基
づ
き
、
告
示
す
る
。

平
成
二
十
五
年
十
二
月
十
八
日

国
家
公
安
委
員
会
委
員
長

古
屋

圭
司

一

講
習
の
名
称

公
認
指
導
員
特
定
講
習

二

講
習
を
行
う
法
人
の
名
称

公
益
社
団
法
人
日
本
ダ

ン
ス
ス
ポ
ー
ツ
連
盟

三

講
習
を
行
う
法
人
の
住
所

東
京
都
江
東
区
有
明
三

丁
目
四
番
二
号

四

講
習
に
係
る
事
務
を
行
う
事
務
所
の
所
在
地

東
京

都
江
東
区
有
明
三
丁
目
四
番
二
号

〇
総
務
省
告
示
第
四
百
六
十
五
号

電
波
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
百
三
十
一
号
）
第
二

十
七
条
の
十
三
第
三
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
平
成
二
十
五

年
総
務
省
告
示
第
四
百
五
十
五
号
（
九
九

MHz
を
超
え
一
〇

八
MHz
以
下
の
周
波
数
を
使
用
す
る
特
定
基
地
局
の
開
設
に

関
す
る
指
針
を
定
め
る
件
）
に
基
づ
く
特
定
基
地
局
の
開

設
計
画
の
認
定
の
申
請
期
間
等
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
五
年
十
二
月
十
八
日

総
務
大
臣

新
藤

義
孝

一

申
請
期
間

平
成
二
十
五
年
十
二
月
二
十
五
日
（
水
）
八
時
三
十

分
か
ら
平
成
二
十
六
年
二
月
三
日
（
月
）
十
七
時
十
五

分
ま
で
の
間

二

申
請
の
提
出
先

次
の
い
ず
れ
か
の
総
合
通
信
局
又
は
沖
縄
総
合
通
信

事
務
所
と
す
る
。

１

北
海
道
総
合
通
信
局

２

東
北
総
合
通
信
局

３

関
東
総
合
通
信
局

４

信
越
総
合
通
信
局

５

北
陸
総
合
通
信
局

６

東
海
総
合
通
信
局

７

近
畿
総
合
通
信
局

８

中
国
総
合
通
信
局

９

四
国
総
合
通
信
局

10

九
州
総
合
通
信
局

11

沖
縄
総
合
通
信
事
務
所

在
外
公
館
に
勤
務
す
る
外
務
公
務
員
の
在
勤
基
本
手
当
の
額
、
住
居
手
当
に
係
る
控
除
額
及
び
限
度
額
並
び
に
子
女

教
育
手
当
に
係
る
自
己
負
担
額
を
定
め
る
政
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

御

名

御

璽

平
成
二
十
五
年
十
二
月
十
八
日

内
閣
総
理
大
臣

安
倍

晋
三

政
令
第
三
百
四
十
六
号

在
外
公
館
に
勤
務
す
る
外
務
公
務
員
の
在
勤
基
本
手
当
の
額
、
住
居
手
当
に
係
る
控
除
額
及
び
限
度
額
並
び
に

子
女
教
育
手
当
に
係
る
自
己
負
担
額
を
定
め
る
政
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

内
閣
は
、
在
外
公
館
の
名
称
及
び
位
置
並
び
に
在
外
公
館
に
勤
務
す
る
外
務
公
務
員
の
給
与
に
関
す
る
法
律
（
昭
和

二
十
七
年
法
律
第
九
十
三
号
）
第
十
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
こ
の
政
令
を
制
定
す
る
。

在
外
公
館
に
勤
務
す
る
外
務
公
務
員
の
在
勤
基
本
手
当
の
額
、
住
居
手
当
に
係
る
控
除
額
及
び
限
度
額
並
び
に
子
女

教
育
手
当
に
係
る
自
己
負
担
額
を
定
め
る
政
令
（
昭
和
四
十
九
年
政
令
第
百
七
十
九
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正

す
る
。

別
表
第
一
の
う
ち
二

総
領
事
館
の
表
中
南
米
の
項
中「
iiベ

レ
ン

ii6
5
0¶
0
0
0

ii

6
2
8¶
5
0
0

ii6
0
5¶
7
0
0

ii5
3
7¶
1
0
0

ii4
6
8¶
5
0
0

ii4
2
2¶
8
0
0

ii3
7
7¶
1
0
0

ii3
5
4¶
3
0
0
ii3

3
1¶
4
0
0

ii3
0
8¶
6
0
0

ii」
を
「
iiベ

レ
ン

ii7
1
0¶
0
0
0

ii6
8
8¶
4
0
0

ii6
6
3¶
1
0
0

ii5
8
7¶
0
0
0

ii5
1
1¶
0
0
0

ii4
6
0¶
3
0
0

ii4
0
9¶
6
0
0

ii3
8
4¶
2
0
0

ii

3
5
8¶
9
0
0

ii3
3
3¶
5
0
0

ii」
に
改
め
る
。

附

則

こ
の
政
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
し
、
こ
の
政
令
に
よ
る
改
正
後
の
別
表
第
一
の
規
定
は
、
平
成
二
十
五
年
八
月

一
日
か
ら
適
用
す
る
。

外
務
大
臣

岸
田

文
雄

内
閣
総
理
大
臣

安
倍

晋
三

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

™
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